
１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1)　採用者数と退職者数について
H29.4.1現在

職員数
H29年度
退職者等

派遣開始に
よる異動

派遣終了に
よる異動

H30.4.1
新規採用者

H30.4.1
再任用者

212名 △ 14名 △ 1名 1名 11名 5名

部　　門 H29年 H30年

4 4 0

58 58 0

12 11 △ 1

21 21 0

20 21 1

0 0 0

26 26 0

6 7 1

23 23 0

170 171 1

19 20 1

0 0 0

10 10 0

13 13 0

23 23 0

212 214 2

寺島旧家の保存・活用に関する
事務の拡充に伴う増

19 20

小　　　計
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土　　　木

合　　　計

小　　　計

病　　　院

水　　　道

そ　の　他

公
営
企
業
等

会
計
部
門

特
別
行

政
部
門

教　　　育

民　　　生

小　　　計

議　　　会

総務・企画

税　　　務

労　　　働

農林水産

商　　　工

職員数（人）区　　分
　(2)　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月１日現在）

主な増減理由
対前年
増減数

国体に関する事務の拡充に伴う
増

一
般
行
政
部
門

衛　　　生

市税等収納対策担当参事の配置
換え

H30.4.1現在職員数

214名

子育て支援に関する事務の拡充
に伴う増
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２　職員の人事評価の状況

　平成29年度は，実績及び能力の各項目について人事評価を行いました。人事評価の実施により職員の主体的な職務遂行及び能力開発
を促進し，職場の活性化と効果的な人材育成を推進することとしています。

住民基本
台帳人口

歳出額 実質収支 人件費 人件費率

（30年3月末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
人 千円 千円 千円 ％ ％

20,814 12,682,882 579,287 1,691,637 13.3 14.7

職員数 一人当たり給与費
Ａ 給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ
人 千円 千円 千円 千円 千円

194 643,654 91,206 257,485 992,345 5,115

区分 阿久根市 全国市平均 県内市平均 鹿児島県
平成29年 92.7 99.1 98.4 96.8
平成28年 92.1 99.1 98.6 96.8
平成24年 97.3 106.9 107.0 104.6

　　（注）　ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

３　職員の給与の状況

　(1)　人件費の状況（総務省地方財政状況調査より）

　　（注）　人件費には特別職給与，議員・各種委員・嘱託員等に支給される報酬，退職手当負担金，共済組合負担金等が含まれます。

区分
給　　　　与　　　　費

　　　　　２　給与費は当初予算に計上された額です。

区分

29年度

（参考）28年度
の人件費率

30年度

　(2)　職員給与の状況（一般会計当初予算）

　　（注）１　職員手当には退職手当負担金は含みません。

　(3)　ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

100

96.8

98.4

92.7

90

92

94

96

98

100

102

国 鹿児島県 県内市平均 阿久根市

ラスパイレス指数（給与水準）の状況（平成29年）
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平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
歳 円 円 歳 円 円

40.7 280,400 318,500 － － －

阿久根市 県内市平均 鹿児島県 国
初任給 初任給 初任給 初任給

大学卒 166,914円 178,611円 179,700円 179,200円
高校卒 145,629円 147,344円 147,500円 147,100円

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
大学卒 266,304円 284,889円 －
高校卒 － － －

　　　　　２　対象となる職員がいない場合はハイフン（－）としています。

　　　　　２　「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，調整手当，住居手当，時間外勤務手当
         　　などの諸手当の額を合計したものです。

区　　分

　　（注）１　阿久根市は，特例減額後の額です。

一般行政職

一　般　行　政　職

一般行政職

　　（注）１　金額は，各経験年数に在職する職員の平均額です。

　(5)　職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）

区　　分

技　能　労　務　職

　　　　　３　阿久根市には技能労務職員がいません。

　　　　　２　国・鹿児島県は，特例減額はありません。

　(4)　職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成30年4月1日現在）

　(6)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

　　（注）１　「平均給料月額」とは，平成30年4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。
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（7）　等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３０年４月１日現在）

（人） （％） （人）（人） （％） 段階

15

2

18

2

37

33

7

40

19

19

31

1

42

2

76

20

1

0

1

1

23

16

2

0

0

0

1

19

0

0

214 100.0%

（注）１　学校給食センター所長は，教育総務課長が兼務しています。

２　農業委員会事務局長は，農政課長が兼務しています。

３　選挙管理委員会事務局長は，監査事務局長が兼務しています。

４　7級（指定課長）の制度運用はしていません。

合　　計

0.0%

指
定
課
長
級計

7級

指定課長の職務

0 0.0%

指定課長

0

8.9%
課
長
級

2　局長，所長，室長又は館長 局長

　 の職務 所長

3　参事の職務 室長

館長

6級

1　課長の職務

19 8.9%

課長

19

参事

計

10.7%

課
長
補
佐
級

　 室長補佐の職務 所長補佐

2　次長の職務 室長補佐

3　主幹の職務 次長

主幹

5級

1　課長補佐，所長補佐又は

23 10.7%

課長補佐

23

計

76 35.5%
係
長
級

2　園長の職務 園長

3　主査の職務 主査

4　参事補の職務 参事補

計

4級

1　係長の職務

76 35.5%

係長

計

主事

技師

計

3級
主任の職務

19 8.9%
主任

44.9%
係
員
級

2　主事補又は技師補の職務 技師

主事補

技師補

計

1級

1　主事又は技師の職務

37 17.3%

主事

96

2級
高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う主事又は技師の職務 40 18.7%

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

職名
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手当区分 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
６月期 1.225月分 0.82月分 1.225月分 0.85月分 1.225月分 0.85月分
12月期 1.375月分 0.92月分 1.375月分 0.95月分 1.375月分 0.95月分

計 2.600月分 1.74月分 2.600月分 1.80月分 2.600月分 1.80月分
職制上の段階，職務の

級等による加算措置

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 応募認定・定年

勤続　20年 20.445月分 27.405月分 勤続　20年 20.445月分 25.55625月分
勤続　25年 29.145月分 34.5825月分 勤続　25年 29.145月分 34.5825月分
勤続　35年 41.325月分 49.59月分 勤続　35年 41.325月分 49.59月分
最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分
その他の その他の
加算措置 加算措置

退職時特別昇給 退職時特別昇給
　　（注）１　本市は平成18年度から鹿児島県市町村退職手当組合（現：鹿児島県市町村総合事務組合）に加入しています。
　　（注）２　その他の加算措置については，平成20年度から対象者はいません。

主な手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

- - -

27,800千円
150千円

26,903千円
151千円

31,361千円
170千円

支給職員1人当たり平均支給年額（28年度）
支給実績（29年度）
支給職員1人当たり平均支給年額（29年度）

左記職員に対する支給単価

-

　　エ　時間外勤務手当
支給実績（27年度）
支給職員1人当たり平均支給年額（27年度）
支給実績（28年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度） 0円
職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度） 0.0%
手当の種類（手当数） 6

（2％～20％加算） （3％～45％加算）
無 無

　　ウ　特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）
支給実績（29年度） 0円

当市と同じ。

有

　　（注）　勤勉手当の支給率は，人事評価制度に基づく標準の支給率です。

　　イ　退職手当（平成30年4月1日現在）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

　(8)　職員の手当の状況
　　　ア　期末勤勉手当

県内市平均 鹿児島県
（29年度） （29年度）

阿　久　根　市
(鹿児島県市町村退職手当組合に加入している41市町村と同じ。)

国

阿久根市
（29年度）

国
（29年度）

有 有有
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管理職手当 異 支給率が異なる 4,833千円 268,488円

調整額 245千円 122,400円

②子　8,000円（配偶者がない場合10,000円）

課長　22,600円（22,261円）

保育所に勤務する職員
4級職員　10,200円，5級職員　10,600円

　　（注）　管理職手当の（　）内の額は，55歳を超える者に対する支給単価です。

通勤手当

2km以上3km未満は2,750円

異 距離の区分が異なる 8,809千円 75,940円以下1km増すごとに750円加算

15km以上最高支給額12,500円

住居手当
借家（家賃12,000円以上）

同 14,107千円 231,264円
　家賃の額に応じて最高27,000円まで

支給職員1人当たり
平均支給年額

（29年度）

扶養手当

①配偶者　10,000円

同 22,747千円 234,500円③配偶者及び子以外　6,500円（配偶者がな

い場合9,000円）

・満16歳の年度始めから満22歳の年度末
　までの子　1人につき5,000円加算

　　オ　その他の手当

手当名
内容及び支給単価

（29年度）
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（29年度）
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市　長

副市長

教育長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

教育長

議　長

副議長

議　員

（算定方式） （支給時期）

市　長 給料×在職月数×0.4 1期ごとに支給

副市長 給料×在職月数×0.3 同上

教育長 給料×在職月数×0.3 同上

　　　　　５　（　）内の額が条例に規定されている額です。

報
酬

区　分 給料月額等

給
料

720,000円（800,000円）

583,280円（634,000円）

545,910円（587,000円）

263,000円（263,000円）

 6月期　1.55月分

　　（注）１　市長の給料は，平成27年4月1日から10％減額して支給しています。

退
職
手
当

12月期　1.75月分

　　　　　２　副市長の給料は，平成27年4月1日から8％減額して支給しています。

　　　　　３　教育長の給料は，平成27年4月1日から7％減額して支給しています。

　　　　　４　期末手当は，上記支給割合に在職期間の割合を乗じて支給しています。

（9）　特別職の報酬等の状況（平成30年4月1日現在）

期
　
末
　
手
　
当

（29年度支給割合）

 6月期　1.55月分

12月期　1.75月分

    計　　3.30月分

（29年度支給割合）

371,000円（371,000円）

    計　　3.30月分

290,000円（290,000円）
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3人

0人

（注）育児休業は，平成29年度中の新規申請分です。

（単位：件）

0 0 0 0 0

0 0 1 0 1

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 1 0 1

（単位：件）

信用失墜行為 0 0 0 0 0

その他 0 1 0 0 1

職務遂行中 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

0 1 0 0 1

勤務時間

休憩時間

勤務を要しない日

年次休暇

その他の休暇等

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成30年4月1日現在）

状　　　　　況

月～金曜日　午前8時30分～午後5時15分

上記勤務時間内に60分

５　職員の休業に関する状況（平成29年度）

区　分

国民の祝日，土曜日，日曜日，12月29日～1月3日

1年につき20日付与。現年度付与分のみ翌年度に繰越し可。
平成29年の平均取得日数は，一人当たり8.0日でした。

病気休暇，特別休暇，育児休業等

育児休業

部分休業

６　職員の分限及び懲戒処分

　(1)　分限処分者数（平成29年度）
処分の種類

免　職 降　任 休　職 降　給

免　職 停　職 減　給 戒　告

合　計
処分の具体的事由

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制，定数の改廃，予算の減少によ
り廃職，過員を生じた場合

合　計
処分の具体的事由

一般服務違反関係

道路交通法違反

合　　計

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

合　　計

　(2)　懲戒処分者数（平成29年度）
処分の種類
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地方公務員法第30条の規定により，職員は，全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し，
職務遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならないとされています。

この服務の根本基準を実行するために，職員には地方公務員法の規定により次のような職務
上の義務があります。

・法令及び上司の職務上の命令に従う義務
・信用失墜行為の禁止
・秘密を守る義務
・職務に専念する義務
・政治的行為等の制限
・争議行為等の禁止
・営利企業等の従事制限

5 人 1 人 8 人 

研修実績

一般職員研修 34人

管理監督者研
修

22人

14人

39人

15人

913人

うち再就職者数

自
治
研
修

セ
ン
タ
ー

基本研修

専門研修

そ
の
他
研
修

出先機関等研修

法制執務研修（基礎）

その他

９　職員の研修の状況

研　修　名
修了・受講人員
（平成29年度）

14 人 

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

平成29年度
退職者数 再任用

職員
嘱託員等

その他（民間企
業，自営業等）

平成17年3月に策定した「阿久根市人材育成基本方針」では『現状を見直し，自己と地域社
会の未来を豊かに創造できる「未来創造型職員を目指せ」』をテーマに，自己啓発，職場研
修，職場外研修の3つを研修の大きな柱と位置付け人材育成を推進してきています。

平成29年度に行った研修の主なものは表のとおりです。

鹿児島県市町村振興協会自治研修センターで行われる基本研修に，新規採用職員や採用
後3～5年，7～9年，12年以上の職員及び係長以上の職員を参加させました。自己啓発等のた
めの専門研修では実用文章講座，プレゼンテーション研修等に参加させました。

出先機関等研修では，市町村アカデミーが実施するセミナー，各種法律に関するセミナー等
に参加させました。

また，市独自の研修として，人権啓発研修，法制執務研修（基礎），地方創生に関する研修
等を実施しました。
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受診者数
160人

2日ドック 33人
1日ドック 10人
脳ドック 7人
節目ドック 3人

災害件数

2件

0件

0件

　(2)　公務災害補償制度（平成29年度）

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

　(1)　職員の健康診断の状況（平成29年度）
区　　　　分

定期健康診断

人間ドック

災害の概要

現場作業中に負傷（ハチ刺傷1件，火傷1件）した。

１１　勤務条件に関する措置の要求等の状況（平成29年度）

勤務条件に関する措置の要求

不利益処分に関する審査請求の状況

地方公務員災害補償基金
鹿児島県支部

加入団体
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